
該当の
有無

有 平成○○年○○月○○日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日
無 平成 年 月 日
無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

上場会社の総資産額 百万円 年 月期

非上場会社の総資産額 百万円 年 月期

上場会社の売上高 百万円 年 月期

非上場会社の売上高 百万円 年 月期

上場会社の経常利益 百万円 年 月期

非上場会社の経常利益 百万円 年 月期

非上場会社を完全子会社とする株式交換

非上場会社の子会社化

非上場会社からの事業の譲受け

行為の対象会社

会社分割による非上場会社からの事業の承継

事業の廃止

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

行為の態様

非上場会社との株式移転

開示日

開示日

会社分割による他の者への事業の承継

非上場会社からの事業の譲受け

他の者への事業の譲渡

①

事業上の固定資産の譲渡
第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て
事業の休止

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

会社分割による非上場会社からの事業の承継

非上場会社との業務上の提携

非上場会社との合併

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

②

事業上の固定資産の譲渡

会社分割による他の者への事業の承継

他の者への事業の譲渡

非上場会社との業務上の提携

事業の休止

非上場会社との合併

非上場会社を完全子会社とする株式交換

非上場会社との株式移転

決算期

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の末日における連結総資産額をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

③

決算期

平成

平成

④

決算期 平成

決算期 平成

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の連結売上高をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

⑤

決算期 平成

決算期 平成

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の連結経常利益をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

事業の廃止

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て

非上場会社の子会社化

行為の対象会社

○○○○株式会社

概要書Ｂ票【審査票】

行為の対象会社 ○○○○株式会社

非上場会社の概要書

Ｄ票 不要

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の連結子会社が他の会社（連結子会社を除く。）との間で以下に掲げる行為を
行っている又は行うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場
合には、「開示日」及び「行為の対象会社」を入力してください。

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の会社（その関係会社を含む。）との間で以下に掲げる行為を行っている又は行
うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場合には、「開示日」
及び「行為の対象会社」を入力してください。

概要書Ｂ票【審査票】において必要事項を入力した
後、「必要」と表示された場合には、概要書Ｄ票【Ⅱの
部】の作成・提出が必要となります（「不要」と表示さ
れた場合には、概要書Ｄ票【Ⅱの部】の作成・提出が
不要となります。）。

「連結子会社との行為」又
は「連結子会社以外との行
為」をプルダウンより選択し
てください。

行為の対象会社を記載してくださ
い。なお、対象会社が複数ある場
合には、対象会社ごとに概要書Ｂ
票【審査票】を作成してください。

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、
行為対象の連結子会社が非上場会社（連結子
会社を除く。）との間で該当行為があるかどうか
を確認してください。

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象
の非上場会社（その関係会社を含む。）との間で該当行為
があるかどうかを確認してください。

同時に複数の行為を行う場合、提出する概要書の提出要件
となる行為を除いた残りの行為は、「上場会社が行為を決定
した日以前の３年間の行為」に該当することとなります。

【例：「非上場会社との株式交換」と「非上場会社との業務提
携」と「第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て」を
同時に行う場合で、「非上場会社の概要書」を提出する場
合】
「非上場会社の概要書」の提出要件となる「非上場会社との
株式交換」の行為を除いた「非上場会社との業務提携」と「第
三者割当による株式若しくは優先出資の割当て」が、「上場
会社が行為を決定した日以前の３年間の行為」に該当するこ
ととなり、それぞれの項目について、「有」を選択します。

連結財務諸表作成会社の場合は、連結の数値を記
載してください。

数値の算出が困難な場合（例：新設の会社）は、空欄
にしてください。

米国会計基準の場合は、「税引前当期純利益」を記
載してください。

日本円で記載してください。なお、日本円に換算した
場合には、Ａ票の「備考」に為替レートを記載してくださ
い。

「他の者」は、上場会社、非
上場会社ともに含みます。


